
（別記） 

令和６年度熊本地域農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

本地域は、北西部中山間地帯、南・西部水田地帯、南・東部水田地帯、東部畑地帯、北

部水田・畑地帯からなり、野菜、米をはじめ畜産、花き、果樹などの豊富な基幹作目を有

しており、その中において主食用米生産は全水田面積の約６割を占める。 

いずれも、立地的優位性・地域性を活かした特色ある経営が行われているが、近年の厳

しい諸情勢に加え、都市化の影響を強く受け、農地、農家戸数、基幹労働力の総体的な減

少、兼業化、混住化、高齢化の進行、耕作放棄地の増加など都市近郊農業特有の多くの問

題を抱えている。 

 このため、経営の自立安定と国際社会に対応できる高生産性農業の実現に向け、各種の

事業に積極的に取り組むことが必要である。特に新たな時代に応えるため、スマート農業

の導入等、都市農業の特性を活かした豊かで活力ある農業の振興を図ることが重要であ

る。 
 
２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 

強化に向けた産地としての取組方針・目標 

（１）適地適作の推進 

・施設園芸によるトマト・なす・メロン等の栽培が行われており、今後も作付面積の維 

持・拡大を図る。 

 ・麦・大豆について、ブロックローテーションによる計画的な生産に取り組んでおり、 

今後も作付面積の維持・拡大を図る。 

（２）収益性・付加価値向上への取組 

 ・高収益作物への計画的な転換を図るため、地域へ水田農業高収益化推進助成の周知を 

行い、産地における水田農業の高収益化を推進する。 

（３）生産流通コストの低減 

・生産性向上のために「強い農業づくり総合支援交付金」や「産地生産基盤パワーアッ 

プ事業」等を活用し、施設整備を進めていく。 
 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

（１）地域の実情に応じた農地のあり方 

・近年、農家の高齢化が進んでおり、農家戸数の減少が見られるとともに、不作付地の

拡大が進んでいる。水田面積の維持を図るため、生産組合や大規模農業者への集約

化、高収益作物への転換を促進しながら、水田耕作面積を維持していく。 

（２）地域におけるブロックローテーション体系の構築 

・当地域においては、水稲・麦・大豆でブロックローテーションによる計画的な生産に

取り組んでいる地区もあり、引き続き地域における話し合い等を通じ、ブロックロー

テーションの維持・拡大を図っていく。 

（３）水田の利用状況の点検方針・点検結果を踏まえた対応方針 

・転作確認や関係機関との情報交換により、長年にわたり水稲の作付のない水田がない

か点検する。点検の結果を踏まえ、地域の関係者と調整を行いながら畑地化を図って

いく。また、その際には、畑地化促進事業等の補助事業を活用していく。 

 



４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

農業者の経営の安定化などの観点から、効率的かつ安定的な経営主体が、市場を通

して、多様な消費者ニーズを基点とし、需要に応じた生産に取り組み、売れる米づく

りを推進していくことが極めて重要である。 

すなわち、これまでの「作ったものを売る」方式から、「需要動向に基づき売れる

ものを作る」方式への転換を推進していく。 

 

（２）備蓄米 

毎年、主食用米の生産数量が減少する中で、備蓄米への取組は、主食用米生産を通

じて、地域における水稲面積の維持・拡大が図られる重要な取組に位置付けられる。 

入札資格者となる集出荷業者と連携を図りながら、積極的な取組推進を行う。 

 

（３）非主食用米 

 

  ア 飼料用米 

飼料用米の生産拡大にあたっては、国からの水田活用の直接支払交付金及び産地交

付金を活用した多収品種の導入推進及び団地化の推進を図り、拡大に努める。 

耕畜連携により、わら利用の供給を活用し連携を図る。 

 

  イ 米粉用米 

主食用米の需要減が見込まれる中、非主食用米の中で需要が見込めるものは現時

点では米粉用米であり、主食用米の需要減少への対応として、米粉用米の取組を中

心に水稲作付面積を維持していく必要があるため、米粉用米を転作作物の中心作物

の一つとして位置づける。 

米粉用米の生産拡大にあたっては、産地交付金を活用した多収品種の導入推進を

図っていく。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

産地交付金を活用し、地域の実需者のニーズに合わせた推進を行う。 

 

  エ WCS用稲 

WCS用稲については、需要者のニーズに応じた収量や品質を確保するため、適切

な栽培管理を徹底し、畜産農家との連携を取り作付面積の拡大を図る。また、耕畜

連携により安定的な飼料供給を推進する。 

 

  オ 加工用米 

主食用米同様、需要者からのニーズに合わせた対応を行い、需要の拡大を図る。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

 営農組織等によるブロックローテーションなど、団地化での大規模な経営生産を

推進しながら、弾丸暗きょ等排水対策徹底による栽培管理を遵守し、多収・高品質

化を目指す。 

 

（５）そば、なたね 

産地交付金を活用し、地域の実需者のニーズに合わせた推進を行う。  

 



（６）高収益作物 

本地域の特色である施設園芸野菜、花き・花木類及びその他の作物等についても更

なる生産拡大を図ることで、農業経営の安定化や自給率の向上につながる。 

また、米の生産調整への積極的な取組に対して有効であるため、重要な転作作物の

一つとして位置づけ、産地交付金を活用しながら振興を図っていく。 
 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

2638 2600 2550

65 65 65

56 60 65

67 70 75

0 0 0

277 280 290

0 0 0

548 437 550 440 560 450

132 1 135 1 140 1

187 145 190 150 200 160

・子実用とうもろこし 0 0 0

8 4 9 5 10 6

0 0 0

17 2 17 2 18 3

531 535 540

・野菜 501 502 505

・花き・花木 20 21 23

・果樹 4 5 5

・その他の高収益作物 6 7 7

0 0 0

0 0 0

231 250 270

麦

作物等
前年度作付面積等

当年度の
作付予定面積等

令和８年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

その他

畑地化

大豆

飼料作物

そば

なたね

地力増進作物

高収益作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値(令和８年度）

221.0 250

麦 231 340

大豆 129 170

そば 55 60

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

100

収量（㎏/10a） 559 610

6 施設園芸作物
施設園芸助成
（基幹）

作付面積（ha) 234 260

7 米粉用米、飼料用米
新規需要米多収品種支

援
（基幹）

作付面積（ha) 72

410

4
飼料作物、WCS用稲、わら専

用稲、飼料用米

資源循環・わら利用の
取組

（耕畜連携）基幹・二
毛作）

作付面積（ha) 163 200

実施率（％） 31 45

5 地域振興作物
地域振興作物助成

（基幹）
作付面積（ha) 340

570

2 飼料作物
飼料作物大規模経営加

算
（基幹）

作付面積（ha) 15 20

大規模経営による収量
（t/10a）

4 4

3
麦、大豆、飼料作物、そ

ば、なたね
二毛作助成
（二毛作）

二毛作作付面積（ha) 552

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1 麦、大豆、そば
大規模経営加算

（基幹）

作付面積（ha)

大規模経営
による単収
（㎏/10a）



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：熊本県

協議会名：熊本地域農業再生協議会

1 大規模経営加算（基幹） 1 13,000 麦、大豆、そば
基幹作物（表作）の水田作付け分のみ助成。ただし、経営規模（麦・
大豆・そばを３ha以上）を算定する際に二毛作（裏作）、畑地も含めて
算定を行うことは可とする

2 飼料作物大規模経営加算（基幹） 1 13,000 飼料作物　※飼料作物の範囲は別紙のとおり
基幹作物（表作）の水田作付け分のみ助成。ただし、経営規模（飼料
作物を３ha以上）を算定する際に二毛作（裏作）、畑地も含めて算定
を行うことは可とする。

3 二毛作助成（二毛作） 2 10,000
麦、大豆、飼料作物、そば、なたね
※飼料作物の範囲は別紙のとおり

①主食用米と対象作物、②新規需要米と対象作物、③対象作物同
士による二毛作とする。

4
資源循環・わら利用の取組（耕畜連携：
基幹）

3 10,000
飼料作物、WCS用稲、わら専用稲、飼料用米
※飼料作物の範囲は別紙のとおり

耕畜連携の取組を行うものは、連携の相手方となる者との間に、１年
間以上を締結期間とする利用供給協定を締結する。

4
資源循環・わら利用の取組（耕畜連携：
二毛作）

4 10,000
飼料作物、WCS用稲、わら専用稲、飼料用米
※飼料作物の範囲は別紙のとおり

耕畜連携の取組を行うものは、連携の相手方となる者との間に、１年
間以上を締結期間とする利用供給協定を締結する。

5 地域振興作物助成（基幹） 1 10,000
野菜、花き・花木、果樹、その他作物
※対象作物は別紙一覧表のとおり

通常の肥培管理を実施し、出荷・販売を行っていること（自家利用は
不可とする）。

6 施設園芸助成（基幹） 1 2,000
野菜、花き・花木、果樹、その他作物
※対象作物は別紙一覧表のとおり

助成対象作物は、施設園芸（は種期又は定植期から収穫期まで被
覆栽培）により栽培された対象作物とする。

7 新規需要米多収品種支援（基幹） 1 10,000 米粉用米、飼料用米
米粉用米・飼料用米の多収品種を、新規需要米取組計画に基づき
生産したほ場とする。

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入し
てください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してくださ
い。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


